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   第５０回生駒市情報公開及び個人情報保護運営審議会会議録 

 

日 時 平成３０年１０月３１日（水）１６時００分～１７時００分 

場 所 生駒市役所 ４０３・４０４会議室 

 

【出席者（敬称略）】 

  〔委  員〕下村敏博、吉川正史、村岡悠子、中村幹雄、藤澤清二、岡島保弘、松岡克己、 

森脇誠司 

  〔事 務 局〕総務部長：大西清隆、総務課長：西田幸彦、同課課長補佐：飯島武暢、 

同課主幹：立田久美子、同課主任：塚美代子 

  

【議     題】 

   １ 【諮問案件１】生駒市個人情報保護条例の一部改正について（総務課） 

     【諮問案件２】生駒市情報公開条例の一部改正について（総務課） 

   ２ その他  

 

【審 議 事 項】 

１ 【諮問案件１】生駒市個人情報保護条例の一部改正について（総務課） 

   ［審議経緯］ 

     生駒市個人情報保護条例の一部を改正することについて、前回の審議会で審議された

条例改正案の概要を基に個人情報保護条例の具体的な改正案である新旧対照表が示さ

れ、その内容について総務課より説明を受けた。 

       ○概要 

        ・ 個人情報の定義の明確化について（条例第２条第１号） 

           個人情報の定義の明確化のため、「個人情報」とは「個人に関する情報」であっ

て、「当該情報に含まれる氏名、生年月日その他の記述等により特定の個人を識

別することができるもの」及び「個人識別符号が含まれるもの」のいずれかに該

当するものであるとし、「その他の記述等」を具体的に定義するとともに、指紋

データや旅券番号等の「個人識別符号」の定義を導入する。 

・ 要配慮個人情報について（条例第２条第５号） 

本人に対する不当な差別又は偏見が生じないようにその取扱いに特に配慮を

要する個人情報を「要配慮個人情報」として定義する。 
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・ 個人情報取扱事務の届出等について（条例第６条） 

           個人情報を取り扱う事務を開始しようとするときにあらかじめ届け出なければ

ならない事項に「要配慮個人情報」を追加する。 

○質疑 

Ｑ 「個人識別符号」の定義が「行政機関の保有する個人情報の保護に関する法律（以

下「行政機関個人情報保護法」という。）」では独立した定義規定であるが、条例案で

は他の定義の条文の途中で規定されているが、どういう違いがあるか。 

Ａ 「行政機関個人情報保護法」では、非識別加工情報に関する条文に「個人識別符号」

が引用されているので独立した規定になっているが、今回の条例案では定義規定のみ

の追加であるためこのような形式になっている。非識別加工情報に関する条例改正の

際には独立した定義規定に改正する予定である。 

Ｑ 要配慮個人情報の定義を条例独自で規定しなくてもいいのか。 

Ａ 条例独自で規定すると、「行政機関個人情報保護法」が改正された場合、その都度、

条例改正が必要となるため、「行政機関個人情報保護法」の規定を引用している。 

Ｑ 個人情報の漏えい等に対するセキュリティ対策について規定しなくてもいいのか。 

Ａ 条例第３条（実施機関等の責務）に「実施機関は、この条例の目的を達するため、

個人情報の保護に関し必要な措置を講じなければならない。」と規定しており、それ

を受けて「生駒市情報セキュリティポリシー」を策定し、その基準に沿って個人情報

の適正な取り扱いを行っているため、条例に具体的なセキュリティ対策について規定

する必要はないと考えている。 

  【諮問案件２】生駒市情報公開条例の一部改正について（総務課） 

   ［審議経緯］ 

     生駒市個人情報保護条例の一部改正に基づき、生駒市情報公開条例の個人情報の定義

の改正について具体的な改正案である新旧対照表が示され、その内容について総務課よ

り説明を受けた。 

    ○概要 

        ・ 「個人情報の保護に関する法律」及び「行政機関の保有する個人情報の保護に関

する法律」の改正に倣い、生駒市個人情報保護条例における個人情報の定義を改正

することから、生駒市情報公開条例における個人情報の定義を同じ内容で改正する。 

   ２ その他 

  次回の審議会を平成３０年１１月２９日（木）午後２時から開催することを確認した。 

３ 閉会 


